







































































































































































































































































●   きょうは、▲月▲日（日）
●   ここは●●小学校（避難所）　
●   現在時刻は午後４時から夜11時の間
●   午前11時に大地震発生
●   マグニチュード　8.0
●   震源　××沖南東10キロメートル地点
●   震源の深さ15キロ
●   ライフラインの状況（電気：停電、ガス：
遮断、水道：断水、電話：固定、携帯とも
に不通）




●   天候（午後から雨が降り始め、だんだんと
強くなってきている。気温は８度、夜中に
は０度になる。強い季節風が吹いている）




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































●   私たちは誰に教わったわけでもなく、「生き
ること」が当たり前だと思っている。それが
当たり前なら、実際には「死ぬこと」も当た
り前であるのに、私たちは都合の悪いその「当
たり前」から目をそらしている。ホスピスケ
アというのは、そんな当たり前に真正面から
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● 特別講演会
「東日本大震災時における地域福祉ネッ
トワークの構築の実際
　－震災後から現在の現状と課題－」
１．はじめに
　2013年12月12日（木）の午後４時50分から６時
20分まで、G号館 IS116教室において、社会福祉
法人泉白陵会「泉ふるさと村居宅介護支援事業所」
のケアマネジャーである千葉祥裕氏の特別講演会
が開催された。講演テーマは、「大規模災害時に
おける地域福祉ネットワークの構築―東日本大震
災救済活動をとおして―」であった。
　まず、本講演会を開催するにいたった経過を簡
単に報告する。未曾有の災害となった2011年３月
11日の東日本大震災によって、宮城県をはじめと
した被災地での社会福祉供給システムは広範囲に
わたり深刻な打撃を受けた。福祉サービス利用者
の多くが大規模災害に対して脆弱であり、災害に
よって容易に生活上の危機に直面することが改め
て浮き彫りになったといえる。同時に、災害の
ダメージはサービス提供者サイドにも及び、サー
ビス提供システム復旧が急務であった。この点は、
1995年の阪神淡路大震災においても経験されてい
たことであるが、東日本大震災においては、被災
範囲が直下型地震であった1995年の時よりもはる
かに広く、それだけに外部からの支援無くしての
システム自立的再建はいっそう困難であると思わ
れる状況であった。
　こうした事態を受けて、研究者の立場で外部支
援の可能性を探ることを目的に、本学人間福祉学
部教員である石川久展、大和三重、松岡克尚の３
人を中心に「東日本大震災福祉従事者支援システ
ム研究会」（以下、本研究会）が立ち上げられた。
大震災後約２ヶ月後の2011年５月末から６月初旬
にかけて、上記３人が宮城県仙台市や石巻市を中
心に被災地を巡り、地域福祉、障害者福祉、高齢
者福祉の従事者（相談員やコミュニティワーカー）
からヒヤリングを行い、現地の状況を把握する活
動を行った。
　この時の様々なヒヤリングの内容について研究
チームで検討した結果、被災地において福祉サー
ビス提供事業に携わっていた相談員、指導員、ソー
シャルワーカーやケアワーカーなど福祉従事者は、
被災後の安否確認、救援物質の確保などの実際的
な支援に忙殺され、災害時に起こった様々な出来
事とそれに関連して自らが取り組んできた事跡を
記録しておく余裕がない状況が浮かび上がってき
た。被災直後には、福祉サービスを受けていた要
介護高齢者や障害者の方々は場合によっては生命
に影響を受けるような大変な状況に置かれること
も少なくなく、にもかかわらず支援を受けること
が困難なケース、想定もしなかったような出来事
が起こったケース、一方では近隣住民の奇跡的な
支援で助け出され、支えられたケースなど数多く
の経験が語られていた。そして、被災地の福祉従
事者は、それらの経験を後世に伝えるためにも記
録として残しておきたいという希望があるものの、
眼前の支援ニードに追われ、それらをまとめられ
ないという「記録化の欠如」状態が現出していた。
この「記録化の欠如」はそのまま放置されるよう
であれば、大震災時における福祉システムが経験
した貴重な体験についての「記憶の欠如」がもた
らされかねない。まさしくこの点に、現地の福祉
システムが直面している深刻なニードとそれに対
する外部支援の必要性があることを認識し、本研
究会では現地の福祉従事者と協力しつつ、震災直
後からの動きについて記録に残していく可能性を
探ることとなった。
　今回の講演会講師をお願いすることになった千
葉氏は、本研究会が行ったヒヤリングの協力者の
お一人であった。2011年の８月に本研究会の上記
３名が被災地を再度訪問し、宮城県仙台市の地域
包括支援センターや高齢者施設の震災後の活動に
ついて、福祉従事者たちにヒヤリングを行ったの
だが、その際に「泉ふるさと村居宅介護支援事業
所」の千葉氏と出会うことになった。我々研究チー
ムは、その時のヒヤリングを通して、今回の講演
で語られたような千葉氏の独創的な救済活動に関
心をもつこととなった。
　その後、本研究会は2012年の１年間、みずほ財
団の研究助成金を受けることができ、何度か千葉
講師：千葉　祥裕氏（社会福祉法人泉白陵会
　　　泉ふるさと村居宅介護支援事業所・ケアマ
　　　ネージャー） 
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氏を訪問しては2012年以降の活動も含めて情報交
換を行ってきた。今回の講演会では、震災直後か
らある程度の復旧の目処がたつまでの2、3 ヶ月
の地域における千葉氏の活動を中心に、それらが
今後各自治体等において震災計画や防災計画を策
定する際に、どのような視点や示唆を与えるのか
ということも含めてお話しいただくことをお願い
した次第である。またそのことは、上に述べたよ
うな意味での「記録化の欠如」とその延長線にあ
る「記憶の欠如」を払拭するための１つの取り組
みにもなっていることに留意したい。
　以下、千葉氏の講演内容を一部、本報告者の解
説も交えながら要約してみたい。
２．講演内容
　仙台市泉区にある社会福祉法人泉白陵会が運営
する「泉ふるさと村」は、特別養護老人ホーム、 
デイサービス、ショートスティ、居宅介護支援事
業所等、様々な介護保険に基づく事業からなる多
機能施設である。震災発生当時、千葉氏はケアマ
ネジャーという立場上、居宅介護支援事業所内に
詰めていた。震災が起こり、激しい揺れが収まっ
た直後に、ケアマネジャーとして最初に行ったこ
とは、自事業所のサービス利用者と従業員の安否
確認および地域にある他のサービス事業者の従業
員等の安否、稼働状況の確認であった。
　この確認作業の結果、地域全体がすでにパニッ
ク状況に陥っている中で、何とか自事業所のサー
ビス利用者と従業員の安否確認は果たすことがで
きた。しかし、他のサービス事業者のほとんどが
被災のために実質的にサービス提供できる状況に
はないことも同時に把握できたのである。そして、
時間がたつにつれて、沿岸部では津波被害が甚大
であることなど、災害被害が予想以上に広範囲に
及ぶことがわかってきた。さらに、被災した各自
治体の行政機能が壊滅したために、自治体による
直接的な救助が困難な状況にあり、また、水・食
料・燃料などの物資が不足しつつあることも明ら
かになってきた。
　このように行政機関も含めた地域の全体が被災
したことが判明したのであるが、その中でも特に
高齢者の被災状況をみると、特別養護老人ホーム
に入所している高齢者は基本的には施設で支援
ができるために大きな問題はなく、訪問介護系の
サービスを活用している方々も自宅での状況が概
ね把握でき、それゆえに比較的に対応しやすいこ
とがわかった。むしろ問題になったのは、外に出
ることができない、あるいは買い物ができない通
所系サービスの独居高齢者、全く福祉サービスを
利用されていない一人暮らしの方や高齢者単独世
帯であった。こうした高齢者層がより災害弱者の
立場に置かれていることに気づかされ始めること
になったのである。
　これらの災害弱者に陥りやすい高齢者層は、も
ともと地域社会との関係が希薄であることもあっ
て、安否情報を得ることすらも困難である。特に、
仙台市泉区には、宅地造成されてから20年から30
年を経過した大規模住宅地がいくつかあり、それ
らの居住者の多くは、すでに子どもが巣立ったた
めに一人暮らし、あるいは高齢者単独世帯となっ
ていることがその背景にあった。そして、千葉
氏は、いわば支援から漏れてしまった、そうした
高齢者層の安否確認および救済活動を行おうと考
えたのであるが、対象となるエリアが相当に広く、
車がないと近くまでアクセスできないが交通状況
がそれを許さない、あるいは在宅用備蓄が無く、
かといってそうしたエリアに届ける物資自体も底
をついている等、いくつかの問題点を抱えている
ことも浮き彫りになってきた。そのために、直接
的に千葉氏が全員を対象とした救援活動に入るこ
とは実質的に不可能であることがわかってきたの
である。
　そこで、千葉氏は、在宅で危ないと思われる高
齢者のリストを管轄の地域包括支援センターに作
成してもらい、それらの高齢者に限定して食料提
供と安否確認のために訪問することになった。そ
れでも対象となるエリアが広いので、エリアを幾
つかに分けて、それぞれ毎に最寄りの事業所に千
葉氏が連絡を取り、当該箇所の高齢者の安否確認
をしてもらうことにした。なお、被害程度が場所
によって異なっていたので、事業所によってはそ
うした要請に応えることに積極的でないところも
あった。また、個人情報保護法の壁もあり、それ
らの情報を得ることが難しい面があった。こうし
た状況の中で、千葉氏は、地域包括支援センター
から各事業所に訪問依頼を行ってもらうこととし
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た。しかし、もともと、地域包括支援センターと
各事業所は組織的に相互に無関係であり、訪問依
頼を行う権限、あるいはそれを受ける義務、とい
うものが両者にあるわけではない。
　この問題をクリアするために、地域包括支援セ
ンターを中心とした各事業所間の全体を組織化す
る必要が認識されるようになったのである。そこ
で、急きょ千葉氏の呼びかけで「松森地域福祉ネッ
トワーク」が結成されることになった。行政当局
（仙台市）は、最初、この組織化については難色を
示したのであるが、最終的には理解を示すに至り、
行政の「お墨付き」を得たことで包括的なネットワー
ク作りを進めることができるようになった（図１及
び図２）。
　なお、地域の一ケアマネジャーである千葉氏が、
災害時に図１にあるような高齢者福祉事業所間の
ネットワーク構築ができた背景には、単に居宅介
護事業所の職員という立場だけではなく、千葉氏
自身が以前から地域の町内会長、ＰＴＡ会長をし
ていて、地域のことを把握できる立場にあり、ま
た町内会長として地域住民に指示する権限もあっ
たことが、大きな原動力となっていた。
図１
図２
　このようにして「松森地域福祉ネットワーク」
が構築され、このネットワークを介して危険者
（早急な支援を要する高齢者）のリストが作成さ
れた。当初のリスト作成時には登録者は55名を数
えたが、その後、様々な情報源から情報が集まる
ようになるにつれて人数は増加し、最終的には92
名まで増えることとなった。これらの危険者リス
トに載っている高齢者に対して、その居住区域毎
に整理を行い、直接の支援を担当するのはその当
該危険者を支援する事業者ではなく（利用者は必
ずしも自分の地域の事業者を利用している訳では
ない）、地域割りをしてその地域を担当すること
になった事業者が救済活動を実施することとした
（図３参照）。このことによって、担当エリアが広
範囲なために車でないと行けない高齢者に対して
も、事業者の枠を超えて、すぐ近くの地域の事業
者が足を運ぶことが可能となった。また、「松森
地域福祉ネットワーク」では対策本部機能が地域
包括支援センターに集約されることになったため
に、行政からの支援も一本化され、結果的に行政
との関係においても相互のコミュニケーションが
スムースになり、かつ行政からの各種支援の受け
入れが容易になるという副次的効果があった。
　震災後、数週間経過すると、離れて住んでいる
家族が危険者本人を保護したり、ライフラインが
復旧したことで危険者状態から脱することができ
たり、あるいは介護サービスのサービス提供が
復旧したこと等によって、次第に危険者リストに
載っていた要支援者の数が少なくなっていった。
　「松森地域福祉ネットワーク」の構成上の特徴
は、行政（仙台市）の管理下のもとにあること、
地域包括支援センターが災害支援の拠点、対策本
図３
- -
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部的な機能を果たしたこと、そしてその地域包括
支援センターの指示に応じる形で災害時には各事
業者が事業者の枠を超えて、担当する区域の災害
弱者を救済したこと、があげられるだろう。
　最後に、ここで非常に重要なことは、震災後、
３年近く経った今でも、「松森地域福祉ネットワー
ク」は解散せずに存続し、かつ定期的な研修を行
い、次の災害に備えていることである。また、通
常は、競争相手、ライバル的な存在であるサー
ビス事業者同士であっても、災害対応においては、
互助単位として機能することになっている。なお、
このネットワークをフォーマルなものにするため
に、松森地域包括支援センター及び各居宅支援事
業者間の間に「災害協定」が結ばれている。さら
に、町内会の自治防災組織もこの「松森地域福祉
ネットワーク」に加盟することとなった。
　もう一つ重要なこととしては、個人情報保護法
が、震災直後、被災者を支援する際に様々な形で
障壁となったことから、ケアプランを作成する際
に、そのケアプラン第１票の中に「災害時には個
人情報を共有する」旨が記されることになった。
それによってケアプラン作成時に、災害時の個人
情報提供をあらかじめ本人から合意を得ておく方法
も確立されたのである。
　なお「松森地域福祉ネットワーク」は、既述し
たように行政の管理下にあるという特徴を有して
いる。この点の是非についてはいろいろ議論があ
ると思われるが、災害時には民間事業所の自発的
あるいは個別的な活動にはどうしても限界があり、
また一事業所だけではネットワーク構築を果たす
ことは困難であるので、やはり行政の関与は不可
欠になってくると思われる。そして、救済活動の
ネットワークを行政が管理下に置くことでネット
ワークがはじめて機能するという面があることも
否定できない。特に、仙台市のように都市部だけ
ではなく、農村部の特性も色濃く残す地域におい
ては、行政の関与が重要な要素となってくること
は避けがたいであろう。
３．おわりに
　以上、千葉氏の講演会の概略を述べてみたが、
災害時の地域福祉ネットワークの構築の仕方やそ
のあり方について、仙台の経験は１つのモデルを
提供してくれているように思われる。本研究会で
は、そもそも東日本大震災の被災地に対する被災
地外部からの支援を考えるべくその活動を始めた
のであるが、その結果として、今回の千葉氏の講
演で語られたような、いわば被災地自らが行った
救助システムの構築、システム再建活動の存在が
浮かび上がってきたことは、予想外の「収穫」で
あったといえる。しかし、予想外であったとして
も、やはり被災地がただ外部からの支援を待つだ
けという「受け身の救助システム構築・システム
再建」よりも、「自立的な救助システム構築・シ
ステム再建」の方がより地域の実情に根差したも
のであり、かつそうであるからこそ永続化しやす
いということを考慮すれば、本研究会が意図した
外部支援はこの意味での「自立的な救助システム
構築・システム再建」を実現できるような方向に、
そのベクトルを向ける必要があることを学ばされ
たと考える。
　また、こうした講演の実施とこうした形で報告
を行うことによって、被災地の取り組みの経験を
記録化していくことに結がるのであり、あの大震
災の「記憶」化の一助になることを期待したいと
考える。
　今後、南海トラフ地震の発生で、西宮市を含む
阪神地域においても甚大な被害の発生が予測され
ている。阪神淡路大震災の経験があったとしても、
予測される南海トラフ地震のようにより広範囲な
災害に直面することから、「自立的な救助システ
ム構築・システム再建」の方法に頭を悩ます自治
体も多いであろう。今回のこの「記録化」と「記
憶」によって、様々なレベルでの災害対応マニュ
アル策定において、多くの視点と示唆が得られる
ものと信じたい。
　末筆になったが、災害直後の困難な状況の中に
あって、勇気と知恵を発揮しながら「松森地域福
祉ネットワーク」の構築を果たし、かつその経験
を、遠路はるばる関西までお越しいただき、私た
ちに語りかけてくださった千葉祥裕氏に、こころ
からの敬意と感謝を表したい。また、今回の講演
会開催に当たって経費を補助してくださった人間
福祉学部研究会に厚くお礼を申し上げる次第であ
る。ありがとうございました。
　　　　　　　（石川久展・松岡克尚・大和三重）
